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建設業における就業者数の推移
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もっと女性が活躍できる建設業行動計画
女性の定着促進に向けた建設産業行動計画

国土交通省HP「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画検討会」より引用
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女性の定着促進に向けた建設産業行動計画
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計画の柱 官民を挙げた目標 取組例（担当する策定団体）

働きつづけられ
るための環境整
備を進める

「女性の入職者数に
対する離職者数の割合」を令和6年ま
での間、前年度比で減少させる。

・イクボス宣言の推進（業界団体）

・柔軟な働き方ができる環境整備（業界団体）

・建設キャリアアップシステムを活用した復職のサ
ポートやキャリアパスなどの例を提示（国土交通省、業

界団体） 等

女性に選ばれる
建設産業を目指
す

「入職者に占める女性の割合」を令和
6年までの間、前年度比で増加させる。

・学生と保護者に向けた建設産業の魅力発信（国土
交通省、業界団体、（一財）建設業振興基金）

・女性定着に関する企業の好事例や女性が活躍す
る仕事例を発信（国土交通省、業界団体）

・えるぼし、くるみんの認定取得に向けた取組の推
進（国土交通省、業界団体） 等

建設産業で働く
女性を応援する
取組を全国に根
付かせる

①令和6年までに新計画の内容の認
知度100％を目指す。
②令和6年までに都道府県単位で活

動している団体の「建設産業女性定
着支援ネットワーク」への加入をすべ
ての都道府県団体で目指す

・建設産業女性定着支援ネットワークの構成団体
が地域ぐるみで行う活動の支援（国土交通省）

・各地域における女性定着のための取組の推進（国

土交通省、業界団体、建設産業女性定着支援ネットワーク） 等
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建設産業における女性定着の現状
<計画の柱>女性に選ばれる建設産業を目指す
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国土交通省HP「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画検討会」より引用
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建設産業における女性定着の現状
<計画の柱>働きつづけられるための環境整備を進める
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国土交通省HP「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画検討会」より引用
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建設産業で働く女性を応援する取組を
全国に根付かせる
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全国で
活動する団体

都道府県単位で
活動する団体

運営母体の状況

建設産業女性定着支援ネットワークへの登録状況

運営母体が既存団体(建設業団体、
建設業関連団体、学協会など)の団体

上記以外の団体

・都道府県単位で活動する団体の運営母体は、
既存団体を母体にした団体が5割程度に留まっている。

・都道府県単位で活動する団体を47都道府県に
行き渡らせるには、まだ道半ばである。
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NWおよび登録団体が関わった主な取組
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＜計画の柱 1＞働きつづけられるための環境整備を進める

建設産業の女性定着に向けた意識改革
の必要性 

・ WEBセミナー「地域建設産業の就業継続に向けた意識改革WEBセナー」開催

「働きがい」と「働きやすさ」が両立
できる環境の整備

・男性育休をテーマにしたセミナーの開催・建設ディレクターの職場見学と意見交換会を実施
・建設ディレクターについてのセミナー開催

働きやすい現場の労働環境の整備 ・女性による現場パトロールの実施・快適トイレと更衣室の設置促進・仮設トイレ仕様の提案
・現場環境整備マニュアル・チェックリストの普及

更にスキルアップできる環境を整える ・建設業で働く女性向け研修会の実施
・女性を主体とする工事チームの情報発信

＜計画の柱 3＞建設産業で働く女性を応援する取組を全国に根付かせる 
計画の普及を図るための広報活動 ・女性定着に関する情報を一元的に発信するポータルサイト「建設産業女性定着支WEB」による情報発信

・「 建設産業における女性定着促進に関する実態等調査」の実施
・建設・測量生産性向上展CSPI-EXPO2024 NW幹事長として登壇
パネルディスカッション「建設業界でのライフキャリアをデザインする」

・建設技術展2024関東 NW独自企画開催
パネルディスカッション「～建設産業で働き続けてきた女性が語る～ 建設産業の実態・魅力・未来」

・全国建設労働組合総連合 第 4 回女性従事者交流会 記念講演 NW幹事長として講師
・中央大学講義2024年度理工系女性応援プログラムWISE集中講義 NW独自企画
「産業科学技術演習A_建設産業」

・JACIC情報129号 「建設産業女性定着支援ネットワークの取り組み」NW幹事長として寄稿
・土木学会誌 2024 年 11 月号 対談「働き方改革と土木業界の変化」 NW幹事長として登壇
・住生活産業の専門誌「Housing Tribune」vol.689 NW幹事長として取材対応
・コマツカスタマーサポート株式会社 季刊情報誌「大地147号」「大地148号」NW幹事長として取材対応

建設産業女性定着支援ネットワークの
さらなる活動の充実、全国展開

・全国大会の開催(リアル、ハイブリッド、メタバース)
・ブロック意見交換会の開催
・登録団体同士の連携イベント、意見交換会、座談会等の支援
・登録団体設立支援(講演会講師等)
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＜計画の柱 2＞女性に選ばれる建設産業を目指す
建設産業の魅力、働き
がいの発信などによる
イメージ戦略

・「建設産業における女性の就業継続にむけたキャリアパス・
ロールモデル集」の作成協力

・若年層向けに建設産業の魅力発信イベントの共同開催および
効果測定（計14回実施）

・全国大会における一般視聴（高校生含む）の実施
・ポータルサイト「建設現場へGO！」における女性の活躍等の情報発信
・女子中学生対象の建設業職業体験
・高校生の建設現場見学会への出展
・若手技術者と工業高校生徒の意見交換会
・建設産業の魅力発信イベントの開催
・児童や保護者向けイベントへの参加
・InstagramやYouTube、サイト上での魅力発信・活動紹介

企業や業界団体の女性
定着に関する理解の促
進

・女性定着に資する意識改革に
向けたテーマでワークショップ
の共同開催（計4回実施）

・「中小建設業の多様な人材確保・
定着のための柔軟な働き方
事例集」の作成協力

新しい建設産業の魅力
を創造・発信

・「女性の就業継続のための建設キャリアアップシステム」モデル事例の制作協力
・建設キャリアアップシステムを含むセミナーの共同開催（計6回実施）

女性が活躍している仕
事例の紹介

・「女性定着促進に向けたアクションプログラム」の制作協力
・現場見学会の実施

建設産業に関係する制
度の整備など

・女性技能者の坑内労働規制緩和を目指した意見交換・公開討論会の開催

（令和4年度）

（令和3年度）

（令和5年度）

（令和2年度）
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建設産業女性定着促進アンケート結果
従業員規模別にみた回答企業
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(参考)女性の活躍推進企業データベース
から登壇者が抽出して作成(2025.1.21)
建設業/建設業・住宅 5981件

<ご注意ください>
国土交通省が公表している
建設業許可業者は、
2022年度(令和4年度)で474,948業者
(法人は406,674社)です。

当該アンケートが建設業者の全体を
示すものではありません。

【令和5年度 建設産業女性定着促進アンケート調査結果】から引用

〔調査の目的〕建設産業における女性の定着促進に向けた環境整備を官民挙げて
推進していくための基礎資料とするため、就業継続につながる柔軟な働き方などの
取り組み実態やその課題等を調査。
〔調査方法〕建設業５団体※等を通じて、所属組合・会員企業に回答するよう依頼
※(一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)全国中小建設業協会、
(一社)建設産業専門団体連合会、(一社)全国建設産業団体連合会 等

〔調査期間〕令和5年7月28日～令和5年9月22日
〔調査項目〕
・女性就業者数（技能者、技術者、事務系等）、女性採用実績
・女性技術者・技能者が携わる業種または職種
・「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画」の把握状況
・柔軟な働き方の実現に向けた取組や現状について

(参考)国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課：建設業許可業者数調査の結果について
-建設業許可業者の現況(令和5年3月末現在)-から抜粋
建設業許可業者数 474,948業者(法人406,674社)
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建設産業女性定着促進アンケート結果
女性の割合、数
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女性技術者がいる企業の割合 女性技能者がいる企業の割合

業種別にみた女性技術者数
職種別にみた女性技能者数

【令和5年度 建設産業女性定着促進アンケート調査結果】から引用

〔調査の目的〕建設産業における女性の定着促進に向けた環境整備を官民挙げて
推進していくための基礎資料とするため、就業継続につながる柔軟な働き方などの
取り組み実態やその課題等を調査。
〔調査方法〕建設業５団体※等を通じて、所属組合・会員企業に回答するよう依頼
※(一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)全国中小建設業協会、
(一社)建設産業専門団体連合会、(一社)全国建設産業団体連合会 等

〔調査期間〕令和5年7月28日～令和5年9月22日
〔調査項目〕
・女性就業者数（技能者、技術者、事務系等）、女性採用実績
・女性技術者・技能者が携わる業種または職種
・「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画」の把握状況
・柔軟な働き方の実現に向けた取組や現状について
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建設産業女性定着促進アンケート結果
法定以上の制度の有無
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【令和2年度 建設産業女性定着促進アンケート調査結果】から引用

〔調査の目的〕建設産業における女性の定着促進に向けた環境整備を官民挙げて
推進していくための基礎資料とするため、就業継続につながる柔軟な働き方などの
取り組み実態やその課題等を調査。
〔調査方法〕建設業５団体※等を通じて、所属組合・会員企業に回答するよう依頼
※(一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)全国中小建設業協会、
(一社)建設産業専門団体連合会、(一社)全国建設産業団体連合会 等

■最長育児休業期間の延長
・3歳まで
・小学校就学前まで
・中学校就学前まで
・事情に合わせて臨機応変に対応

■育児短時間勤務など
・小学校就学前までの時間外労働免除
・1日2時間の勤務時間短縮
・臨機応変に対応
・10歳未満まで短縮適用
・申請回数制限なし

■子の看護休暇
・日数の制限なく取得可能
・10歳まで
・中学校就学前まで
・中学校修了まで
・高校終了まで
・18歳未満まで
・子の通院、予防接種、健康診断も対象
・時間単位で取得可

〔調査期間〕令和2年10月20日～令和2年11月17日
〔調査項目〕
・女性就業者数（技能者、技術者、事務系等）、女性採用実績 
・就業継続に資する法定以上の制度の有無
 ・復職へのサポート体制の有無
 ・働き方改革等に関する取り組みの状況
 ・働き方改革等の導入によるメリット など
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中小建設業の多様な人材確保・定着のための
柔軟な働き方事例集
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日建連フォローアップアンケート
育児休業の取得実績
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【(一社)日本建設業連合会 けんせつ小町委員会：建設業における女性の活躍推進に関するフォローアップアンケート調査報告書2023年度、2024年10月】から引用
〔調査対象〕(一社)日本建設業連合会の会員企業140社 〔調査期間〕2024年6月～8月 〔回答状況〕96/140社(回答率68.6%)
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日建連フォローアップアンケート
社内制度の整備・運用状況
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【テレワーク】

【フレックス、時差出勤、短時間勤務】

【(一社)日本建設業連合会 けんせつ小町委員会：建設業における女性の活躍推進に関するフォローアップアンケート調査報告書2023年度、2024年10月】から引用
〔調査対象〕(一社)日本建設業連合会の会員企業140社 〔調査期間〕2024年6月～8月 〔回答状況〕96/140社(回答率68.6%)
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課題
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・業界全体で二極化が進んでいる。特に中小建設業で顕著である。

・元請現場所長の考え方により、現場間のバラツキが大きい。

・建設業で働きたいという希望を持っている女性と、

働きやすい柔軟な対応ができる企業のマッチングが進まない。

(必要な企業や女性に情報が届かない)

・元請企業と協力会社が一体となって改革を進める必要がある。

・業界全体の意識改革が必要である。
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建設現場における安全管理の考え方
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厚生労働省は、
建設現場の安全水準の向上を促進し、建設業における労働災害の防止を図るための
安全管理の具体的な方法として「元方事業者による建設現場安全管理指針」を示しています。

全員参加の安全朝礼

「厚生労働省・都道府県労働局 労働基準監督署：元方事業者による建設現場安全管理指針のポイント」より引用

ICTツールを活用した
柔軟な働き方により、
多様な人材が

「働きやすさ」と「働きがい」
を実感できる
安全施工サイクルなど

新しい安全管理体制の構
築が求められる
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建設現場の新しい職域

総合建設業(元請)
各種の土木・建築工事
を一式で
発注者から直接請負い、

工事全体の取りまとめを
行う建設業者

そこで働く技術者は現場
監督と呼ばれる

専門工事業
元請から専門工事を請負う。
大工、左官、鉄筋、とび・
土工・コンクリートなど
27の建設業の種類があり、

そこで働く登録基幹技能者
は43職種

<新しい職域>
建設ディレクターなどの資格を取
得し、先端的なICT専門スキルで建

設現場の技術者・技能者に伴走し
ながら現場を支える
・ドローン測量やICT建機の運転調整などの

現場業務もあるが、施工管理に関わるオフィ
ス業務を分担することでテレワークが可能

・柔軟な現場運営のもとで、多様な人材の入
職につながる新しい職域として注目される

現場に出て

行う業務

40%

施工書類や

データ入力な

ど工事事務所

で行う業務

60%

現場監督の仕事
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